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〔
告

示
〕

〇
沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
施
行
規
則
第

二
条
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
く
沖
縄
振
興

開
発
金
融
公
庫
法
施
行
令
第
一
条
の
三
第

一
項
第
五
号
の
災
害
を
指
定
す
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件（
内
閣
府
・
財
務
一
七
）

〇
特
定
金
融
指
標
の
う
ち
外
国
為
替
及
び
外

国
貿
易
法
第
六
条
第
一
項
第
十
三
号
に
規

定
す
る
債
権
の
利
率
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
金
融
庁
五
五
）

〇
裁
判
外
紛
争
解
決
手
続
の
利
用
の
促
進
に

関
す
る
法
律
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
認
証

を
し
た
件
（
法
務
二
〇
二
）

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
二
五
六
〜
二
六
三
）

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行

し
た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示
（
同
二
六
四
〜
二
六
六
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
国
土
交
通
一
三
二
六
、
一
三
二
七
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
関
東
地
方
整
備
局
二
六
九
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
の
認
定
を
更
新
し
た
件

（
同
二
七
〇
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

警
察
庁

法
務
省

〔
皇
室
事
項
〕

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

警
察
共
済
組
合
役
員
の
就
職
、
企
業
年
金

基
金
解
散
関
係

会
社
そ
の
他


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